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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 7,327 ― 68 ― 76 ― 63 ―
20年3月期第1四半期 7,704 3.9 6 △95.7 15 △90.6 1 △98.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 4.00 ―
20年3月期第1四半期 0.10 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 15,310 8,571 56.0 539.13
20年3月期 17,168 8,645 50.3 543.65

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  8,568百万円 20年3月期  8,640百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

なお、20年3月期の期末配当金には、創立60周年記念配当4円を含んでおります。  

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 10.00 10.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ― ― 6.00 6.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 15,200 ― 230 ― 240 ― 125 ― 7.86
通期 34,300 △1.8 810 64.9 830 59.7 430 62.4 27.05

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、2ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注）詳細は、2ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

＊業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（１）本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。詳細については、2ページ【定性的情報・財務諸表等】の「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧くださ
い。 
（２）当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第１2号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  16,905,000株 20年3月期  16,905,000株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  1,012,420株 20年3月期  1,011,433株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  15,893,334株 20年3月期第1四半期  15,895,611株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年来の米国金融不安とそれに伴う米国景気後退懸念から輸出

が鈍化し、原油・原材料価格の高騰が追い討ちをかけ、企業収益が悪化しているなど景気回復は一部に弱い動きを示

しながら依然足踏み状態にあると思われます。 

 情報通信分野においては、ユビキタス社会への移行の動きが一段と加速するとともに、次世代ネットワークサービ

スＮＧＮが今年３月に商用サービスの提供が開始され、光回線普及の弾みが期待されております。 

 このような状況下で当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高7,327百万円となりました。 

 一方、収益面につきましては、昨年に比べ光関連工事の時期的・地域的集中受注が改善されるなど、稼働面でコス

ト抑制され、工事原価の悪化が解消されたことなどにより、営業利益68百万円、経常利益76百万円、四半期純利益63

百万円となりました。   

    

２．連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、15,310百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,857百万円の減

少となりました。その主な要因は、資産につきましては売上債権の減少3,281百万円等であります。負債につきまし

ては、仕入債務の減少622百万円、短期借入金の減少1,350百万円等であります。また純資産につきましては、前連結

会計年度末に比べ74百万円減少し8,571百万円となり、自己資本比率は56.0％となりました。 

  

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 今後の受注動向及び売上高等、業績予測に必要となる諸前提について精査中であり、現時点では平成20年５月13日

に発表した（「平成20年３月期 決算短信」に記載）業績予想に変更はありません。 

 なお、業績予想を見直す必要が生じた場合には、速やかに開示する予定です。 

    

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 ①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第1四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

 ②棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収

益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

 ③経過勘定項目の算定方法 

 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

 ④固定資産の減価償却費の算定方法 

 固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づく年

間償却予定額を期間按分して算定しております。 

 ⑤法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

  



（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 ①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸

表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 ②当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、原価法から原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）に変更しております。これによる損益への影響は軽微であります。 

 ③当第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっ

ております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて会計処理を引き続き採用しております。 

 これによる総資産及び損益への影響はありません。  

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 937,656 322,967 

受取手形・完成工事未収入金 5,280,740 8,562,284 

未成工事支出金 2,591,523 1,750,262 

材料貯蔵品 122,237 148,098 

繰延税金資産 259,058 147,216 

その他 421,284 340,823 

貸倒引当金 △5,692 △8,741 

流動資産合計 9,606,808 11,262,911 

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 1,415,093 1,436,731 

機械・運搬具 136,072 150,420 

工具器具・備品 179,035 204,562 

土地 2,030,008 2,030,008 

有形固定資産計 3,760,209 3,821,723 

無形固定資産   

その他 216,385 233,302 

無形固定資産計 216,385 233,302 

投資その他の資産   

投資有価証券 548,426 513,857 

繰延税金資産 1,134,057 1,290,639 

その他 54,633 56,038 

貸倒引当金 △10,233 △10,237 

投資その他の資産計 1,726,884 1,850,297 

固定資産合計 5,703,478 5,905,324 

資産合計 15,310,287 17,168,235 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 2,493,475 3,115,859 

短期借入金 － 1,350,000 

未払法人税等 136,366 217,274 

未成工事受入金 332,608 135,463 

賞与引当金 477,270 273,015 

役員賞与引当金 2,300 2,300 

完成工事補償引当金 18,559 10,030 

受注損失引当金 22,206 12,854 

その他 362,710 403,525 

流動負債合計 3,845,499 5,520,322 



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

固定負債   

退職給付引当金 2,780,452 2,885,043 

役員退職慰労引当金 109,798 113,211 

その他 3,168 4,192 

固定負債合計 2,893,418 3,002,447 

負債合計 6,738,917 8,522,770 

純資産の部   

株主資本   

資本金 909,750 909,750 

資本剰余金 306,531 306,531 

利益剰余金 7,458,497 7,553,883 

自己株式 △158,809 △158,584 

株主資本合計 8,515,969 8,611,581 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 52,165 28,958 

評価・換算差額等合計 52,165 28,958 

少数株主持分 3,235 4,925 

純資産合計 8,571,369 8,645,465 

負債純資産合計 15,310,287 17,168,235 



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

完成工事高 7,327,843 

完成工事原価 6,774,789 

完成工事総利益 553,054 

販売費及び一般管理費 485,021 

営業利益 68,032 

営業外収益  

受取利息 151 

受取配当金 6,551 

受取手数料 1,909 

その他 2,176 

営業外収益合計 10,788 

営業外費用  

支払利息 2,010 

その他 0 

営業外費用合計 2,011 

経常利益 76,810 

特別利益  

有形固定資産売却益 0 

投資有価証券売却益 39,000 

貸倒引当金戻入額 3,052 

特別利益合計 42,053 

特別損失  

特別損失合計 － 

税金等調整前四半期純利益 118,863 

法人税、住民税及び事業税 127,081 

法人税等調整額 △70,075 

法人税等合計 57,005 

少数株主損失（△） △1,690 

四半期純利益 63,549 



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（３）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（４）セグメント情報 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

 当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 通信建設事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン

ト資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。  

ｂ．所在地別セグメント情報 

 当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。  

ｃ．海外売上高 

 当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）  

 海外売上高がないため、記載しておりません。  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 



「参考資料」 

前四半期に係る財務諸表等 

（要約）四半期連結損益計算書 

科目 

前年同四半期 
（平成20年３月期 

第１四半期） 

金額（千円） 

Ⅰ 完成工事高 7,704,571 

Ⅱ 完成工事原価 7,172,558 

完成工事総利益 532,013 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 525,559 

営業利益 6,454 

Ⅳ 営業外収益 11,379 

Ⅴ 営業外費用 2,776 

経常利益 15,057 

Ⅵ 特別利益 5,264 

Ⅶ 特別損失 ― 

税金等調整前四半期純利益 20,321 

法人税、住民税及び事業税 169,493 

法人税等調整額 △150,055 

少数株主損失 △721 

四半期純利益 1,605 
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